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教えて
くれる

人！

　これらのことを実践していくには、経営者の確固たる想
いが必要不可欠と考えられます。地域で輝く会社になる
為にも、働き方改革・健康経営の取り組みは必要です。
　少子高齢化、人口減少、労働人口の減少、ＡＩの拡大
など取り巻く環境は大きく変わりつつ
あります。固定概念に囚われる事無く、
大転換していく時代の流れを意識した
経営、チャレンジ精神が我々に求めら
れていると思います。

●具体的にどんな取り組みが大切で評価されているのでしょうか。

●「健康経営」最近この言葉をよく耳にすることが多くなりました。どのようなことでしょうか。

今注目「健康経営」とは？

　従業員の健康保持・増進の取り組みが、将来的に収
益性などを高める投資であるとの考え方の下、健康管理
を経営の視点から考え、戦略的に実践することです。
　企業が経営理念に基づき、従業員の健康保持・増進
に取り組むことは、従業員の活力向上や生産性の向上な
どの組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や組織
として価値向上へ繋がることが期待されています。

　では、就活生＆親が就職先に望むことはどんなことで
しょうか。就活生の約70％が親の意見を参考にしていま
す。「従業員の健康や働き方に配慮している」か否かが、
就職先へ望む条件の大きなウエートとなっています。まさ
に「健康経営」を採用活動で最大限ＰＲできることが、企
業の採用・人材確保に大きな影響を与えています。 

経済産業省が経営に係わる「顕彰制度」が上場企業から全ての企業に拡大されました！

有効求人倍率は43年振りの高水準、完全失業率も3.0％を下
回る水準に
背景には生産年齢人口の低下有→「売り手市場」が続く見通し

日本の将来統計人口では、高齢者人口は横ばい
「労働力人口の減少」が日本最大の課題

完全失業率

◆完全失業率、有効求人倍率　1948～2017年

出典：労働政策研究・研究機構（JILPT）

資料出所　総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」
注　有効求人倍率の1962年以前は学卒（中卒、高卒）の求人、求職が含まれる。
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経済産業省資料をもとに作成（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」
総務省「人口推計」
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「健康経営優良法人」の認定制度とはどんな内容でしょうか。

労働力が
激減

環境認識を深めてみましょう。

　

景気動向
調査

当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。

平成30年10月～ 12月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。

※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率70.0%

【主要な表現について】

○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。　○ＤＩ値：(増加・好転と回答した割合)－(減少・悪化と回答した割合)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　悪化すればするほどＤＩ値は▲ ( マイナス ) になります。

業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲12.3で前回(H30年7月～ 9月)より0.6ポイント改善。全産業で横ばい
の推移を示しました。

全産業売上高の推移：前回▲12.3ポイント(H30年7月～ 9月)から2.2ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　サービス業、建設業が改善傾向。他業種はいずれも減少傾向を示しました。
全産業資金繰りの動向：前回▲8.6ポイント(H30年7月～ 9月)から1.4ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　長期・短期借入難度は改善傾向を示したが、全産業いずれも減少傾向を示しました。
全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲21.6ポイント(H30年7月～ 9月)から1.9ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　全産業、商品仕入単価が悪化傾向によりいずれもマイナス域を示しました。
全産業雇用人員の動向：前回4.5ポイント(H30年7月～ 9月)から6.8ポイント悪化しました。
　　　　　　　　　　　各業種いずれも熟練従業員の確保が課題としてあげられました。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課第一課　TEL：054-641-2000

全産業ほぼ
横ばいの推移を示す

平成 30年 10月～ 12月　中小企業景況調査　結果報告書
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業種別業況判断の動向表１

管内全産業の業況
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